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平成 26 年 9 月 26 日 

平成 26 年度上期の事業運営状況について（報告） 

3 月 28 日の理事会・評議員会でご承認いただきました、本法人の平成 26 年度事業計

画につきまして、本年度上期の主要な事業運営状況を下記のとおりご報告いたします。 

１．教 育

（１）入学志願者および優秀な学生（生徒）の確保

【大学】

平成 26 年度夏のオープンキャンパスは、医学部では、受験生の参加機会を考慮し、

昨年度同様、8 月の開催日を 1 日増やし延べ 3 日間実施された。その結果、昨年度に

匹敵する 1,810 名の受験生・保護者の参加があった。薬学部・理学部では、延べ 2 日

間で 4,248 名、看護学部では、延べ 4 日間で 2,151 名の来場者となり、どちらも過去

最多を記録し大盛況であった。4 学部全体では、8,209 名（前年度比+86 名）の実績

であった。

さらに、本年度も小中高生向けのイベントとして、「小学生 夏の医学校」、日本

学術振興会採択事業「ひらめき☆ときめきサイエンス」、「薬学教室」、「理科教室」

等が各学部主催で開催され、期間中には、前年度並みの合計 236 名の小中高生が参加

し、児童・生徒の科学への好奇心の育成に貢献できた。

進学情報誌や Web サイトを通じて、本学に資料請求した受験生に対しては、ダイ

レクトメール等を発送し継続的なアプローチを行うほか、進学相談会参加への呼びか

け、Web サイトによる情報発信、あるいは大学見学の受け入れ等を積極的に行うこと

により、入学志願者および優秀な学生の確保に努めている。新たな取り組みとして、

地方出身者の志願者獲得に向けて、北里大学・昭和大学・帝京大学とともに 4 大学で

の医療系学部合同入試説明会を大阪・福岡で行い、2 会場で合計 50 名の接触者を得た。 
【付属東邦中・高等学校】

完全中高一貫教育の実現のため、重点課題である学力増進、進路指導の充実に向け

て、6 ヶ年一貫教育課程編成の検討を重ねた。又、システム室による情報の管理運営

を推進し、ホームページ管理体制の検討、保護者向け・一般向け情報の迅速な公開、

教務システムの更新を実施した。

【駒場東邦中・高等学校】

より一層優秀な生徒を確保するため、5 月以降、学外で開催されている学校説明会

において、広報委員会を中心として積極的な広報活動を行っている。特に、駒場東邦

の教育『豊かな人間性と科学的知性に裏づけされた社会のリーダーとなる人材を育て

る』、『自ら気づき、考え、勇気を持って行動する生徒を育てる』ことが実践された

結果として、大学進学実績においても良い成績を残していることを参加者に理解して

いただくよう努めている。

【佐倉看護専門学校】

優秀な志願者確保のため、広報委員会を中心にホームページの内容充実を行った結

果、延べ 3 日間のオープンキャンパスに 183 名の来校者があった。特に、引き続き北
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海道、東北地方への広報活動を重点的に行っており、北海道 26 校、仙台 11 校の高校

を訪問している。又、千葉県下でも 19 校への高校訪問を実施した。なお、入学者の

生活支援イベントとして、学校周辺のバスツアーや野外レクリエーションを開催し、

学生間の親交と連携を深めることができた。 
 

（２）国家試験合格率の高位安定化 
【医学部】 

国家試験に向けて、5 月～翌年 1 月まで修学支援センターによる集中臨床講義を実

施している。6 月・7 月にプレ総合試験を実施、さらに卒業試験を 2 回（8 月末・11
月）実施する体制とし、成績の底上げを図っている。又、昨年に引き続き、学長と医

師国家試験担当副医学部長が 7 月から 6 年次生を小グループ単位に分け、昼休みに面

談を行うことで精神面のケアを図り、意欲の向上に繋げている。成績下位者に対して

は、特別合宿を実施したほか、7 月・9 月初旬に個別面接を実施した。12 月には 2 回

目の特別合宿、1 月には個別面接を実施する予定である。 
【薬学部】 

薬剤師国家試験の合格率の長期的な高位安定化を図るため、本年度より新入生を対

象としたプレイスメント・テストを本格的に導入した。又、1 年次春学期開講科目で

ある「基礎物理」、「基礎化学」、「基礎生物」について各科目 2 回ずつ TBL（Team 
Based Learning）を実施した。毎回、講義で解説した内容に関して 5 問程度出題し、

先ずは各自が解き、次にグループで同じ問題を話し合いながらスクラッチカードを用

いて正解を導き出す形式で実施した。学生からも概ね好評で、一定の成功を収めた。

予習復習等の自学自習の習慣づくりや、学生同士で教え合うことによる理解度の高め

合いが期待できる。又、本年度より、学長が担当教員とともに薬学総合教育部門所属

の 6 年生を 4 グループに分け、面談を行った。 
【理学部】 

理学部臨床検査技師課程では、4 年次春学期で国家試験申請科目の履修をほぼ終了

させ、8 月より 5 週間、本学 3 病院を含め 9 ヶ所の病院で臨床実習を行った。45 名の

学生が参加し、知識の定着と目標の具体化を図っている。さらに、秋学期より臨床特

別講義等の国家試験対策講義と複数回の模擬試験を実施し、高い国家試験合格率の維

持をめざす。 
【看護学部】 

4 月に看護師必修対策講座を 6 回、模擬試験を 2 回（学内模試１回、業者模試 1 回）

実施した。模擬試験の結果は、例年にない好成績であり、指導教員からは、さらなる

国家試験への取り組みにつき指導を行った。又、国家試験日程の発表を受け、7 月に

は、夏期休暇の過ごし方について卒業生による体験談や効果的な学習の進め方等の講

演を行い、各教員からは近年の傾向について個々に説明を行った。9 月以降の対策講

座としては、事前学習のための資料配布、課題の提供を行い、よりきめ細かな対応と

指導体制の強化を図る。 
 
（３）特色ある教育への取り組み 
【大学】 

医学部では、指導的な立場に立つ人材育成をめざして、初年次の PBL （Project 
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Based Learning）テュートリアルに上級生が下級生を指導する「屋根瓦システム」を

導入しており、9月にテュータ養成ワークショップ、11月末にテュートリアルを行う。

又、4 年次対象の English OSCE を 11 月に、事前の評価者講習会を 10 月に実施し、

国際化に対応している。その他、多職種連携の推進を図るため、2 年次医薬合同生命

倫理演習を 10 月に、5 年次医薬合同臨床講義を随時実施する予定である。 
薬学部では、本年度も瀋陽薬科大学との短期交流プログラムを実施する。9月12日～18

日までの日程で、3 年次生 4 名及び引率教員 1 名が瀋陽薬科大学において文化交流等を

行った。又、5 年次開講科目の「海外実務実習」については、現在、4 名より履修希望が出さ

れている。 
理学部では、共通キャリア教育の一環として 1 年次春学期にキャリアデザインⅠ・

Ⅱを開講した。受講率が高いことから、早期からキャリア形成に向けた学生の意識が

高いことが伺われる。現在、開講当初の目標は概ね達成されつつあるため、現状に即

した内容へ一部改修する方向で、教育開発センターで再検討を始めた。又、教員養成

課程では、平成 25 年度に引き続き「学校インターンシップ」、「教職体験」、「学

級づくりの基礎と方法」が開講された。現場での体験学習が行われ、将来について考

える機会の提供、教員として必要な資質・能力の修得などの効果が期待されている。

情報科学科では、「出口」を指向する教育カリキュラムが順調に進んでいる。 
看護学部では、人間性の形成、国際感覚の育成、感染関連科目の充実に努めた教育

を行っている。新入生、新任教員に向けて、新入生オリエンテーションキャンプにお

いて、東邦大学の理念、看護学部の教育理念等の説明を行い、学生・教職員間で共通

認識を高めた。又、今後も看護系大学の増設が予想されるため、平成 28 年度入学生

より新たなカリキュラムの導入、特色ある教育の充実に向けて検討を行う。看護教育

のさらなる質保証に向け、教職員ワークショップにて看護教育の現状、到達目標、共

同学習の理論と実践について研修し、共通理解を深めた。 
又、地域を志向した教育・研究・社会貢献を行うべく、地域との連携協定を締結し、

産学連携本部を中心に活動を推進している。 
【付属東邦中・高等学校】 

「建学理念」「教育方針」を具現化する教育を実施し、冊子『自然・生命・人間』

の活用による帰属意識の向上、「明るい学園」づくりを図った。又、完全中高一貫教育

と特色ある教育の推進のため、知識習得と課題探求のバランスのとれた教養型教育を

実践し、「精選と深化」による「早期完習」の徹底を図った。「自分探し」学習（Exploring 
study）とし、特に東邦大学との中高大の連携強化のもと、「学問体験講座」を継続実

施した。グローバル化社会に対応できる意欲的な人材育成のため、国際交流を推進し、

従来から実施しているオーストラリア語学研修に加えて、ニュージーランドからの体

験入学生 10 名の受け入れ、習志野市海外派遣事業によるアメリカ・タスカルーサ市

への本校生徒 7 名の派遣を実施した。 
【駒場東邦中・高等学校】 

クラブ活動、委員会活動、体育祭等の学校行事への積極的な参加を勧め、学力の向

上だけでなく、より豊かな人間性を育む場を提供し、実践力に富んだ有為な人材を育

てており、夏期休暇期間も 9 月の文化祭に向けての活動を行った。又、邦友会（同窓

会）とも連携し、職業体験や講演会等を実施し、卒業生から在校生に対して指導と助

言をしていただくことにより、在校生はその卒業生を身近な目標としてとらえ、努力
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を重ねている。交換留学生制度においては、アメリカのスティーヴンソン校からの留

学生を受け入れ、生徒の国際感覚と国際教養の涵養に努めた。9 月には本校生が渡米

する予定である。 
【佐倉看護専門学校】 

夏期休暇期間に、3 年生の成績不良者を対象に、国家試験対策として 10 日間補習

授業を実施し、知識の定着を強化する指導を行った。新人教員研修では、教員として

のスキルアップを目的に、8 月 1 日に「良い看護とは、良い指導とは」というテーマ

での討議を行い、さらに 12 日間の臨床研修も実施した。又、8 月 6 日には全教員を対

象として「実習指導 －患者への共感を促す学生への指導－」という研修を行った。   
 

（４）教学環境の整備 
【医学部】 

医学部 1 号館・2 号館の耐震診断を 10 月を目途に完了させ、その結果を踏まえて

次年度以降の耐震化整備を立案する。学生ラウンジリニューアルは 7 月に完了し、学

生の厚生施設として利用している。解剖学実習室および SDL の機材更新は補助金申

請を視野に本年度中の着手をめざす。1 号館 3 階の旧 RI 実験施設跡地の利用計画は引

き続き検討し、実験動物センター再整備については本年度から 2 ヶ年で実施する。 
【薬学部・理学部】 

薬学部新棟および健康科学部（仮称）棟の建設に先立ち、教養 1 号館・2 号館、鶴

風寮、旧剣道場・弓道場の解体工事を実施した。又、部室 1 号館の外壁補修工事を行

った。バリアフリー工事としては、薬学部Ａ館にエレベータを、同じくＡ館、理学部

5 号館の 1Ｆおよび 2Ｆには自動扉をそれぞれ設置した。 
【看護学部】 

経費節減を視野に入れ、講義室（3・4・9・10 講義室）・教員研究室の LED 化、研

究棟階段の人感センサー器具の更新を実施した。又、第 8 講義室、研究棟 1 階廊下の

経年劣化が著しく、夏期休暇期間を利用し改修工事を実施した。第 8 講義室について

は、併せて机、椅子も更新した。今後、図書室の電動書架の第 2 期工事を 12 月末に

実施する計画である。 
【付属東邦中・高等学校】 

教育に集中できる環境づくりとして、生徒用ロッカー入替等の美化に努めている。

第一体育館の耐震補強工事の工程等の検討を行い、平成 27 年度の着工を予定してい

る。又、第一体育館天井ボードの落下防止用ネットの設置工事、IT 関連施設機器の更

新、中学棟・高校棟のトイレの改修および階段滑り止め工事、守衛室の設置、セミナ

ー館（2 教室）防犯カメラの設置等を実施し、生徒の安全確保を図った。 
【駒場東邦中・高等学校】 

夏期休暇期間を利用し、各所の空調更新工事を実施した（4 年計画の最終年度）。 グ
ラウンド整備等については、現時点では未定であるが、引き続き検討を進める。 
【佐倉看護専門学校】 

当初計画通り、体育館天井補強工事を実施した（工期 8 月 7 日～9 月 10 日）。 
（５）就職・キャリア支援の強化 

習志野キャリアセンターでは、4 月に応接室を多目的仕様にリニューアルしたことで、

個別相談室としても利用でき、繁忙期には 4 名のカウンセラーをフル動員しての学生対
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応が可能となった。平成 27 年度卒業生より採用活動スケジュールが変更されることか

ら、4 月の初頭ガイダンスと 5 月の第 1 回進路ガイダンスで情報を提供した。「優良中

堅中小企業」については、就職活動中の 4 年次生向けに冊子を作成し、6 月 5 日にセミ

ナーを開催した。3 年次生向けには、9 月の進路ガイダンスで情報を提供する予定であ

る。TOHO アライアンス賛同企業は 8 月末で 573 社となり、上期では卒業生との就職

懇談会や学内企業説明・一次選考会に参加していただいた。 
 
（６）内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施 

4 月から大学協議会議案申請書書式を用いた検証方法を正式導入し、適切に機能して

いる。平成 26 年 3 月までを検証時期としていた議案については、6 月の大学協議会に

て検証結果を報告し、今後も半期ごとに報告していく予定である。 
本学が 3 年毎に実施している自己点検・評価については、平成 26 年度東邦大学自己

点検・評価実施要領やスケジュールに基づき、学部等個別自己点検・評価委員会にて報

告書作成を開始した。又、根拠資料となる「大学基礎データ」「大学データ集」につい

ても事務部門を中心に作成を開始している。10 月末以降、自己点検・評価企画運営委

員会にて報告書並びに各データの取り纏めを行い、平成 27 年 3 月までに自己点検・評

価報告書を完成させる予定である。 
平成 25 年度に設置した外部評価検証会については、外部有識者委員の選出準備を進

めており、11 月～12 月の開催を予定している。現在、各学部・関係部署へ『新たなる

朝 2011 年度版』の「将来に向けた発展方策」に記載した「効果が上がっている事項」

「改善すべき事項」についての進捗状況調査を依頼している。 
 

（７）東邦大学国際交流センターの活動 
各学部国際交流センターと協力し、本学の国際化ならびに教職員・学生の国際性を高

める様々な取り組み・支援を行っている。 
①英文大学案内改訂版の作成：英文大学案内編集委員会を中心に、平成 23 年に発行

した英文大学案内に看護学研究科を追加した改訂版の作成を進めている。 
②海外大学との交流の促進：現在、大学間協定を 8 校、学部間協定を 13 校（医学部

5 校、薬学部 5 校、理学部 2 校、看護学部 1 校）と締結し、国際交流を積極的に推進し

ている。5 月 7 日に、タイ・ワライラック大学から 6 名が本学に来訪し、医学部間で締

結している学部間協定を看護学部・薬学部に拡大する検討を行った。又、理学部情報科

学科がスペイン・カンタブリア大学との交流を長年実施しており、今後、大学間協定の

締結について各学部教授会で審議が行われる予定である。 
③職員語学力向上のための講習会の開催：英語力向上のため、大森地区 8 名、習志野

地区 4 名に対し語学講座を開講した。 
④危機管理マニュアル・留学生のためのハンドブックの作成：他大学の取り組みをモ

デルとして、本学の国際交流活動に対応した危機管理マニュアルと留学生のための安全

ハンドブックを作成している。 
その他、昨年度から実施している 3 病院の英文 Web サイト作成は、各診療科責任者

監修の下、翻訳作業を進め順次公開している。又、10 月には、大学推薦国費留学生と

してモンゴルから医学部薬理学講座に、大使館推薦国費留学生としてブラジルから理学

部生命圏環境科学科に、各 1 名ずつの研究生の入学が決定している。さらに、理学研究
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科では、ICI-ECP プロジェクトを通したヨーロッパの大学との学生の交換留学など、

活発な交流が行われている。 
 

（８）新学部設置に向けた検討  
7 月に第 3 回健康科学部（仮称）設置準備委員会を開催し、平成 29 年度に健康科学

部看護学科（仮称）を習志野キャンパスに開設することを確認した。8 月に習志野キャ

ンパスで実施したオープンキャンパスにおいては、健康科学部（仮称）のブースを設置

し、開設時に入学対象となる高校 1 年生に対する広報活動を開始した。現在、設置準備

室で設置学科の具体的な内容・カリキュラム等の検討を進めており、本年度早期に骨格

を固めていく。 
 
 

２.研 究 
（１）研究の活性化と外部資金の獲得 

平成 26 年度の文部科学省研究費助成事業の採択結果は、新規採択 57 件と前年度を

7 件上回り、一方、新規採択率は 19.6％と、2 年連続 20％を下回ったが、獲得金額（直

接経費）は、新規・継続を合わせ過去最高額となる約 229 百万円であった。新規採択

数をさらに増やすべく、8 月下旬から 9 月中旬にかけて、科研費申請書の書き方をテー

マにした講演会を大森・佐倉・習志野地区で開催予定である。さらに、教育・研究支援

センターのオフィスアワー（「統計手法・共同研究・研究立案・英文作成」の 4 項目を

対象に実施）とも連携し、研究者のニーズに対応した個別支援を行っていく予定である。 
厚生労働科学研究費補助金は、前年度同様に 3 件新規採択され、又、本年度より厚

生労働科学研究費補助金の一部が厚生労働科学研究費委託費に移行され、さらに 2 件新

規採択された。 
その他の公的補助金は、「ひらめき☆ときめきサイエンス 3 件（薬 1 件・理 2 件）」

と「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（医 1 件）」、「課題解決型高度医療人養成プ

ログラム（看護 1 件）」が採択された。文部科学省施設・設備関係補助金については、

平成 25 年度補正予算分の申請を行い 4 件採択されており、平成 26 年度予算分につい

ても応募申請する予定である。 
平成 26 年 2 月 18 日付で改正された文部科学省の「研究機関における公的研究費の

管理・監査のガイドライン（実施基準）」では、コンプライアンス推進責任者等を配置

する新組織の構築、倫理教育の義務化、出退勤管理・換金性の高い物品管理の厳格化、

特殊役務の検収の励行、出張の事実確認等に対し、平成 26 年度中の運用開始が義務付

けられており、本学では 5 月より研究活動・研究費使用規範委員会を開催し、具体的な

対応策を検討している。遅くとも 12 月までに、公的研究費の「使用ルール」、「不正防

止計画」等を整備し、各学部の現状に則した、でき得る限り厳正な管理方法を決定して

いく予定である。 
又、現在ある 3 実験委員会（遺伝子・動物・病原体）をとりまとめる新たな部署（仮

称：バイオセーフティセンター）の設置を構想中である。 
（２）大学院の充実 

【医学研究科】 
7月末に開催した医学教育ワークショップでは、大学院自己点検・評価作業を行い、
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将来に向けた発展方策をまとめた。又、大学院教育・研究授業体制の強化のため、7
月に講演会を実施した。10 月には、医学部倫理委員会と共催で研究者を含む大学院生

を対象に研究倫理ワークショップを開催する。 
【薬学研究科】 

修士課程カリキュラムの点検評価を継続的に行っている。8 月 19 日に薬学研究科

ワークショップを開催、大学院教育プログラムについて討議し、他大学または他学部

からの修士課程入学生に対する薬科学基礎教育の強化が必要との結論に至り、新規講

義科目等について検討を行った。今後は大学院教育委員会での検討に移行する。 
【理学研究科】 

大学院生へのキャリア支援として、11 名の博士後期課程在籍者のうち 5 名を非常

勤講師として任用した。又、博士前期課程 1 年の 5 名がインターンシップに参加し、

就業体験を行った。 
教務関係では、社会人の大学院進学環境を整えるために、土曜日や夕方の講義の開

講を始めた。ダブルディグリーに関しては、6 月に EU 側から教員 5 名が本学を来訪

し、学生への EU の大学の紹介と実施に関する打合せを行ったほか、8 月末には EU
から 4 名の学生が本研究科での学位取得のために来日した。 
【看護学研究科】 

看護学研究科博士後期課程の完成年度を迎え、博士課程前期、後期の教育内容評価

の実施に向け検討を開始する。なお、学部での助産師教育を平成 26 年度で終了し、

大学院博士前期課程で行うことについても、現行の教育について評価を行い、課題研

究の在り方などについても学生確保の観点から評価を実施する。 
優秀な大学院生確保のため、入試説明会を実施、次年度に向けて広報活動の強化（リ

ーフレット作成など）を図り、大学院の特色紹介を充実させる取り組みを検討する。 
 

３．医 療 
3 病院の収支状況（4 月～8 月実績） 
本年度も、大学病院の使命としての質の高い医療の提供、地域中核病院としての救急

体制の充実等を中心に経営内容の一層の改善を図っている。 
3 病院合計の医療収入は 25,579 百万円となり、前年同期比 339 百万円、1.3%の増収

であった。内訳は、入院収入が 17,614 百万円で前年同期比 223 百万円、1.3%の増収、

外来収入が 7,836 百万円で 110 百万円、1.4%の増収となっている。収入合計は 25,873
百万円で前年同期比 313 百万円、1.2%の増収となった。 
一方、支出合計は消費税増税の影響が大きく、24,015 百万円と前年同期比 1,035 百

万円、4.5%の増加となった。この結果、収支差額は 1,857 百万円の黒字で、前年同期

比 721 百万円、28.0%の減益となった。 
予算対比では、医療収入は 1,012 百万円、3.8%、収入合計で 1,073 百万円、4.0%い

ずれも予算を下回り、支出合計が予算比 420 百万円、1.7%の減少となったことから、

収支差額は予算を 653 百万円、26.0%下回る状況で推移している。 
収入面では入院、外来収入とも前年度に比べ健闘しているものの、支出面の増勢がそ

れを上回る状況が続いているため、経費コントロールの一層の充実や医療材料統一化等

の節減策に積極的に取り組みを実施している。 
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（１）大森病院 （4 月～8 月実績） 
診療実績は、入院は単価 67,433 円・平均在院日数 13.6 日・稼働率 89.9％、外来は

単価 13,356 円で、医療収入は 13,426 百万円であった。入院では延患者数が増加し、診

療額は前年度実績を上回ったが予算は未達であった。一方、外来では患者数は僅かに減

少しているが、診療額は予算および前年度実績を上回り、診療収入全体としては前年度

を上回って推移している。しかしながら、支出において教育・管理経費支出が増加傾向

にあり、収支バランスが取れていないことから、収支差額は前年度を大きく下回ってい

る。 
医療の質の向上への取り組みとして、がん診療連携拠点病院としての診療充実と地域

貢献のため、がんセンター外来（月・木・金）を新たに10月から開始する。 
病院の再整備計画については、安全な医療を安定的に提供すべく、PET・CT等、高

度医療機器の新規導入を含めた新7号館の年度内竣工および2号館耐震補強工事計画を

策定した。今後、さらに検討を進めて、速やかに整備を開始する。 
上期の状況を踏まえ、下期についても、事業計画の「基本方針」を踏襲しつつ、予算

で定めた経費節減や事業遂行に支障を来すことのないよう努力しながら、積極的な姿勢

で、事業計画の実施に当たる。 
 

（２）大橋病院（4 月～8 月実績） 
診療実績は、入院は単価 67,661 円・平均在院日数 11.0 日・稼働率 85.5％、外来は単

価 10,742 円で、医療収入は 5,872 百万円であった。平均在院日数が短縮した影響もあ

り、稼動率は伸び悩んだが、救急車応需件数・新入院患者数ともに前年度を上回る件数

となっている。又、5 月に未熟児室・妊婦室・沐浴授乳室を成人病床に、6 月に分娩室

を第 2 手術室に改修した結果、成人病床は女性専用として高い稼働率を維持しているこ

とに加え、手術室が 2 室増設されたことにより手術件数増となっている。下期は引き続

き稼働率の向上をめざし、各部門で取り組んでいく。 
平成 25 年 4 月に 100 件弱であったクリニカルパスは、委員会の活発な活動により、

現在、230 件まで件数を伸ばし、平成 27 年 1 月には「クリニカルパス大会」の開催を

予定している。連携室では、毎週月曜日に副室長と事務職員が新規開業医と紹介件数の

多い医療機関を訪問しており、新規開業医療機関からは 20 件/月の紹介があるなど効果

が現れている。 
患者サービスについては、法人主催の職階別の研修会へ各部門から積極的に参加する

など、個々で研鑽している。医療の高度化に伴い、受診患者の高齢化が顕著になってお

り、車椅子・杖・松葉杖等を使用しての院内移動が多いことから、検査部門等への導線

を患者目線で掲示・案内するなど、患者に優しい接遇をこころがけている。又、インシ

デント・アクシデント、ご意見箱等で取り上げられた事例は所属長から指導を行い、患

者満足度の向上を図っている。 
 
（３）佐倉病院（4 月～8 月実績） 
診療実績は、入院は単価 60,311 円・平均在院日数 11.1 日・稼働率 86.9％、外来は単

価 15,001 円で、医療収入は 6,281 百万円であった。特に入院収入の伸びが鈍く、ベッ

ドの稼働率、診療単価ともに予算未達であった。外来収入は患者数が前年度を下回った

が、患者 1 人当たりの診療額は増加した。その結果、診療収入全体では前年度に比して
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微増となったが、予算設定額には届かない状況である。 
患者サービス面においては、採血ブース 2 台拡張による効果が現れ、最大待ち時間は

15 分程度になった。又、「災害拠点病院」、「地域がん診療連携拠点病院」をめざし、

7 月に千葉県に意向調査票を提出した。平成 25 年度末に竣工した放射線治療棟での治

療については、順調に件数を伸ばし、周術期の口腔ケア外来も 7 月より開始した。地域

の医療機関との一層の連携を図るため、紹介患者の事前予約制度の予約枠を拡大し、6
月からは一部診療科では患者からの直接予約も可能となっている。 

後発医薬品使用率増加の取り組みについては、月を追うごとに使用率が増加し、7 月

の数量シェアは 36.1％となった。又、平成 27 年 7 月に予定している病院機能評価受審

に向けて、各領域の責任者を中心に複数回の会議を開き、準備を整えている。なお、5
月には佐倉病院の OB、関係者の集まりである第 4 回東邦佐倉会が開催された。 

 
（４）羽田空港クリニック・羽田空港国際線クリニック 
羽田空港クリニックでは、健診収入の増加や、本年度より療養管理料・特定疾患処方

管理加算の請求を開始したことにより、前年度を上回る収入となっている。又、診療・

サービス向上の一環として、羽田空港国際線クリニックとレントゲン検査や超音波検査

の連携体制を整えた。防火・防災については、定期的に日本空港ビルデングの立入点検

を受けているほか、定期訓練や空港内医療班として、10 月に行われる年 1 回の航空機

事故対処訓練に医師、看護師、事務員が参加予定である。感染症対策では、昨年度に引

き続き、中国における新型インフルエンザや中東における中東呼吸器症候群（MERS）
について、大田区福祉衛生局から情報を得つつ、状況に応じクリニックの受け入れ態勢

を整えている。人材教育としては、4～7 月に大森病院、大橋病院から卒後 2 年目の研

修医を 6 名受け入れ地域医療研修指導を行ったほか、1 名の学生実習（M3）を受け入

れた。 
羽田空港国際線クリニックでは、4 月から空港ターミナルが拡張されたことに伴い、

旅客者（一般・救急患者）、空港内職員の受診者数が増加し、順調に実績を伸ばしてい

る。又、昨年 9 月から空港内職員を対象とした定期健康診断に新たな健診システムを導

入し、健康管理体制が構築され、順調に推移している。国際空港に存するクリニックと

して、感染症対策の充実を図り、空港検疫所と協力し、中国鳥インフルエンザ、MERS
等への対応を行っている。人材教育としては、大森病院、大橋病院および佐倉病院から

卒後 2 年目の研修医を受け入れ、地域医療研修指導を行った。 
なお、両クリニックにおける財政面での立て直しが大きな課題となっていたが、空港

管理会社への強力な働きかけが功を奏し、羽田空港クリニックにおいては、4 月より管

理会社からの補填金が診療実績にリンクして増額されることとなり、又、国際線クリニ

ックにおいては、10 月からの補助金増額が決定している。いずれも、単年度赤字レベ

ルを解消できる、大幅な改善成果である。 
 

（５）経営収支分析プロジェクトの推進および病院運営戦略会議の活性化 
平成 26 年度診療報酬改定の影響について、4 月に外部講師を招き、法人本部、3 病

院執行部、関連部署との合同勉強会を開催した。勉強会で挙げられた改善事項、新たな

取り組みについては、6 月～7 月に実施した第 1 回病院運営戦略会議で検証を行い、短

期間であったが改善が見られた。病院運営戦略会議後には、各病院での詳細な勉強会を
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実施し、担当者の理解を深めている。又、7 月には 3 病院合同会議を実施し、土・日・

祭日の稼働率向上に向けた CT･MRI の検査体制・救急患者の受け入れ体制の見直しや、

後発薬品使用率の向上施策について検討を行った。今後、MRI の検査体制については、

他大学とも意見交換を行い、待ち時間の短縮、撮影件数の増加をめざす。薬品について

は、積極的な後発品の使用（数量・金額ベース）を推進するとともに、先発品について

も低コスト品を選択するなどして、収支のバランスを図っていく。 
 
（６）３病院看護師等確保の活動 

上期は、計画通り看護師採用活動を行っており、合同就職説明会の来訪者は 1,881 名

（前年度比+179 名）であった。これまでの接触者のうち、平成 27 年 3 月卒業見込み

者（約 2,300 名）に対しては、2 ヶ月ごとの新聞発行によって本学の認知度向上と応募

促進を図っている。採用試験については 6 月から実施しており、8 月末現在の応募者数

は、大森病院は募集数 140 名に対し 120 名、大橋病院は 80 名に対し 76 名、佐倉病院

は 70 名に対し 65 名となっている。下期では、さらなる受験者増をめざすとともに、

内定辞退防止対策を実施していく予定である。又、3 病院看護部と法人本部看護企画室

が連携のうえ、継続して退職者の減少にも努めていく。 
 

（７）３病院と看護キャリア支援センターで取り組む看護の質の向上 
上期に予定していた 15 講座の研修は滞りなく開催され、受講者は合計 468 名であっ

た。平成 26 年度は職員教育と自己研鑽の講座を明確に区別し、職員教育の講座として

は、「教育の基礎を学ぶ」、「東邦看護のリーダーを育てる（師長編）」など、自己研

鑽の講座としては、教育・研究を主軸とした「実践を支える看護理論」、「文献講読」、

「統計学の基礎」、「英語論文を読む」、「看護に必要な医薬品の知識」などを開講し

た。又、開講日時、場所、受講料について工夫をし、働きながら学びやすい環境、研究

に取り組みやすい環境の提供に配慮した。 
 
 

４．管理運営 
（１）財政基盤の強化 
  中期経営計画の中間年度である平成 26 年度は、適切なコスト管理を通じて財務体質

のさらなる強化をめざす一方、教育・研究・医療施設の充実のための大型設備投資を昨

年度に引き続き推進している。 
 上期は、平成 25 年度に着工した大森病院新 7 号館建設工事を継続するとともに、薬

学部新棟建設工事、大森病院 2 号館耐震補強工事、大橋新病院建設工事等の大型工事に

ついて、実施に向けた交渉・協議、業者選定等を進めた。 
 収入面では、各学部校については定員割れも無く、学納金収入はほぼ予算どおりの着

地が見込まれる。又、3 病院の医療収入については、入院、外来とも予算未達ではある

ものの、前年度の実績を上回る伸び率を記録しており、健闘している。ただし、支出面

では、教研・管理経費全般、なかでも医療材料費が消費増税分を上回る増加率を示して

おり、収支差額が圧迫される傾向にあるため、上期に引き続き、コストコントロールの

一層の徹底を図る方針である。 
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（２）経費節減プロジェクトの推進 
平成 24 年 12 月にスタートした「経費節減プロジェクト」は、各所属の積極的な取

り組みにより法人全体の運動として定着してきた。平成 26 年度は、推進項目を①消耗

品や光熱水費など各所属に共通する項目②所属独自に設定する項目③法人本部が主導

的に推進する項目に分け、具体的な取り組みを進める。併せて、各所属で実施した様々

な改善策を共有し横展開する場としても積極的に活用する。7 月に第 1 回委員会を開催

し、本年度の所属別取組内容の発表ならびに情報交換を行った。 
又、3 病院における医療材料の標準化に向けて「医療材料統一推進委員会」を立ち上

げ、6 月の委員会にて推奨品目を決定し、病院運営戦略会議で統一の承認を得た。第 1
回目はマスク、ディスポエプロン、検査検診用手袋、弾性ストッキングを統一すること

とし、年間約 6 百万円の削減効果が見込まれている。今後は、これらの使用量が多い材

料に加え、高額材料の統一・見直し等も併せて実施し、病院における医療材料費削減を

推進していく。 
 
（３）大橋病院新病院建設計画 

長年の懸案であった新病院建設候補地の購入が決まり、この度正式に売買契約を締結

した。今後建築着工に至るまでに、土地整備に関する若干の解決事項が残っているが、

平成 27 年 6 月の創立 90 周年記念日までの鍬入をめざして、準備を進めていく。 
新病院は、現下の建築コストの高騰や消費増税の影響、さらには今後の医療行政の変

化にも弾力的に対応できるように、増築スペースを確保した上で、現病院より病床数を

減少させてのスタートを予定している。このため、より一層効率を追求した病院運営が

求められるが、病院長以下一丸となって、今から新病院へのスムーズな移行を目指して

経営改革・経営改善に積極的に取り組む決意である。 
高低差のある、なだらかな地形の特性を活かして、滝や池を配置し、北側の目黒川緑

道や桜並木と調和した、都心ではまず例の無い、豊かな緑と水に溢れる新病院が、現在

の大橋病院の向かいに生まれる予定である。 
 

（４）大森・習志野地区再整備計画の推進 
大森地区では、大森病院再整備計画の第 1 段階として、新 7 号館建設工事が平成 25

年 9 月に着工。現在、工程通り進捗しており、平成 27 年 1 月竣工予定である。第 2 段

階では、2 号館耐震補強工事等を予定しており、施工業者の入札準備を進め、10 月に

着工予定である。又、医学部学生会館耐震補強工事は 5 月に終了している。 
習志野地区では、薬学部新棟計画が工事費高騰により工事契約取りまとめに難航した

が、関係者の努力により予算額内に収まり、10 月着工（平成 28 年 3 月竣工予定）に向

けて準備を進めていく。建設予定地である教養 1 号館・2 号館の解体工事は完了し、9
月までに更地となる予定である。又、健康科学部（仮称）棟建設計画は、来年度の着工

をめざし設計業務を開始した。 
 

（５）アイデンティティ強化のための広報施策 
①テレビのミニ番組制作と CM の放映 

平成 24 年 4 月より日本テレビ（関東地区ローカル）で放映を開始したミニ番組『い

のちのいろいろ』および本法人の 30 秒コマーシャルは、3 年目を迎え、法人内外か
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ら好評を得ており、8 月末までに計 122 回放映され、最高視聴率 14.3％、平均視聴

率 9.5％と、依然として好調に推移している。 
 
②効果的な広報施策の実施と法人広報連絡会の開催 

従来の広告施策に加え、新たに Web 広告の取り組みとして 3 病院の病院検索ペ

ージへの記事広告掲出を行うこととし、10 月までに公開を開始することを目標に

制作を進めている。本年度より開始した、専門業者を交えた戦略的プレスリリース

については、これまでのリリースになかった情報および切り口を題材に、8 月末ま

でに 3 件のリリースを配信し、うち 2 本が延べ 7 件掲載された。なお、プレスリリ

ース全体については、上記を含め、8 月末時点で 36 本のリリースを配信、うち 22
本が延べ 48 メディアに掲載・放映され、前年度を上回り好調を維持している。平

成 25 年度から開始した法人広報連絡会では、各種広報施策についての情報を共有

し、広告費予算の精査と有効活用を検討するとともに、引き続き体系的かつ実践的

な SD を実施し、学内の広報意識およびスキル向上を図る。 
 
③ホームページの充実 

ホームページについては、本法人各施設トップページへのアクセス数が平成 26
年度 4 月～8 月累計で延べ 841 万件（大学 416 万件、病院 287 万件、両中高・看専

138 万件）、前年比約 45 万件増と、検索エンジン対策や各学部・校サイトのスマ

ートフォン対応等の効果が現れている。病院サイトについては、平成 26 年度より

Web 担当窓口の強化と専門ライターによるコンテンツ作成を行い、充実を図ってい

る。又、アクセス向上施策として、外部委託による定期的かつ迅速な情報公開を推

進するとともに、病院サイトのスマートフォン対応、Web 申込フォーム作成ソフト

の導入、サイト内検索性能のグレードアップを図り、サイト全般の利便性を向上さ

せる。 
 

（６）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 
「学校法人東邦大学広報」を通し、本法人のアイデンティティとクオリティ向上のた

めの取り組み、教育・研究・医療の各現場での組織および個人の活躍を紹介するべく、

タイムリーな情報収集および情報発信に努めている。又、理事長の執筆による学祖額田

ご兄弟の伝記「東邦大学のルーツをたどる」は、6 月号で全 13 回中 9 回までが終了し

ている。引き続き大変な好評を得ており、さらに多くの方に見ていただくため、7 月か

ら本学ホームページへの掲載も開始している。 
 
（７）産学連携の推進 
上期の国内特許出願は、医学部 1 件、理学部 4 件の計 5 件であった。又、知的財産

審査委員会を 6 回開催し、発明承継 7 件（うち PCT 出願 2 件）、特許審査請求 1 件、

技術移転活動 4 件について審議した。現在出願中の特許は、医学部 13 件（うち PCT
出願 2 件、米国出願 2 件）、薬学部 3 件、理学部 17 件（うち PCT 出願 2 件、米国出願

1 件）の計 33 件である。産学連携については、引き続き共同研究による産業界からの

研究費の導入や、寄付金・補助金などの外部資金の獲得を促進し、研究の活性化を図っ

ている。本年度の目標である「共同研究契約数の平成 24 年度比倍増」については、上
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期だけで約 6 倍の実績を達成した。又、専門委託業者の協力による適切な研究契約書と

知的財産の管理を進めている。 
又、大田区に引き続き、目黒区・習志野市・船橋市・佐倉市とも連携協定を締結し、

社会の知的基盤としての役割を果たす大学としてさらに発展することをめざしている。

産学連携本部と教育・研究支援センターが協力して、行政との協議を活発化させており、

国家戦略特区共同提案への参加（大田区）、市長と学生による意見交換会の実施（習志

野市）、文部科学省競争的補助金申請における行政との協同作業なども積極的に進めて

いる。 
 

（８）額田記念東邦大学資料室の充実 
管理面では、資料の恒久的な保存を図るため、劣化情報等を含めた詳細な資料目録の

作成や、展示室の環境調査を実施している。又、公益財団法人額田医学生物学研究所か

らの資料寄贈の申し出に対し、医学メディアセンターと共同で調査を実施しており、10
月を目途に資料の移管・諸手続きを行う予定である。広報面では、7 月に習志野メディ

アセンターの協力により初の習志野出張展示を実施し、習志野地区関係者等のより多く

の方に東邦大学の歴史に対する理解を深めてもらう契機とした。 
 

（９）創立 90 周年記念事業の推進 
平成 27 年 6 月 14 日の記念式典・祝賀会に先立ち、同日、記念講演会を開催するこ

とも決定し、90 年史の編纂・創立者伝記本の発行等、その他の記念事業も、作業は順

調に進んでいる。又、記念事業の 1 つである創立 90 周年記念寄付金の応募状況は、平

成 26 年 8 月末現在で、1,042 件、8 億 7,093 万円となっているが、大橋新病院用地が

決定したこの機会を捉え、目標額に向け、教職員・同窓生・各種取引先法人に対し、積

極的な募金活動を行っていく。 
 
（１０）株式会社東邦キャンパスサービスの動向 

8 月で第 14 期の決算を終え、教育・研究・医療の各分野で法人と連携を強化し年間

売上高 41 億円を確保した。今後とも、物品販売並びに施設管理等の事業に貢献すると

ともに、法人のめざす経費節減に協力し、医療材料を中心としたコスト削減・業務の効

率化等に繋がる具体的な取り組みを行っていく予定である。 
 

以上 


